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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第118期

第２四半期連結
累計期間

第118期
第２四半期連結
会計期間

第117期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 50,936 27,341 95,376

経常利益 (百万円) 2,684 1,923 4,796

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,314 932 3,233

純資産額 (百万円) ― 31,718 33,245

総資産額 (百万円) ― 89,569 79,017

１株当たり純資産額 (円) ― 344.99 362.66

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 14.83 10.53 36.15

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ― ─

自己資本比率 (％) ― 34.1 40.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,104 ― 4,588

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,019 ― △4,868

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,088 ― △508

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 1,958 2,766

従業員数 (名) ― 2,823 2,726

(注)１　売上高には、消費税等は含まれていません。

    ２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
2,823

(309)

(注)１  従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（）外数で

　記載しています。

　　２  臨時従業員は、雇用期間の定めのある社員及びパートタイマー等を含み、派遣社員を除いています。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
1,152

(187)

(注)１  従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員は、当第２四半期会計期間の平均人員を（）外数で記載

　しています。

　　２  臨時従業員は、雇用期間の定めのある社員及びパートタイマー等を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

耐火物事業 19,000

築炉事業 3,686

ファインセラミックス事業 934

その他の事業 489

合計 24,111

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しています。
     ２　上記金額には、消費税等は含まれていません。
     ３　不動産事業に生産実績はありません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

耐火物事業 21,189 7,098

築炉事業 3,916 1,386

ファインセラミックス事業 1,239 386

その他の事業 839 254

合計 27,184 9,125

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しています。
     ２　上記金額には、消費税等は含まれていません。

     ３  不動産事業については、受注活動にそぐわないため、除外しています。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

耐火物事業 21,141

築炉事業 4,039

ファインセラミックス事業 1,063

不動産事業 253

その他の事業 843

合計 27,341

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しています。

　　 ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

新日本製鉄㈱ 11,483 42.0

　　 ３ 上記金額には、消費税等は含まれていません。
　　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。

　

　

EDINET提出書類

黒崎播磨株式会社(E01150)

四半期報告書

 5/31



３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものです。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間の売上高は、当社グループの主要得意先である鉄鋼業界の国内粗鋼生産量

が前年同四半期連結会計期間に比べ1.8％増加し耐火物需要が旺盛であったこと及び製品価格の改定等

により売上が拡大し、273億41百万円となりました。

　損益については、耐火物原料及び調達品の価格高騰があったものの、売上の拡大により、営業利益は19億

72百万円、経常利益は19億23百万円となりました。

　また、四半期純利益は９億32百万円となりました。 

　１株当たり四半期純利益は、10円53銭となりました。

　

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。

［耐火物事業］

粗鋼生産量の増加に伴う耐火物需要の拡大があったこと及び製品価格の改定により、耐火物事業の

売上高は211億41百万円、営業利益は18億21百万円となりました。

［築炉事業］

築造工事、整備工事ともに引き続き旺盛な需要に支えられ、築炉事業の売上高は40億39百万円、営業

利益は３億49百万円となりました。

［ファインセラミックス事業］

主力ユーザーである半導体製造装置業界の市場環境の悪化が継続しており、ファインセラミックス

事業の売上高は10億63百万円、営業利益は14百万円となりました。

［不動産事業］

不動産事業の売上高は２億53百万円、営業利益は74百万円となりました。

［その他の事業］

住宅等の建設投資の低迷継続による建材、景観材の売上減少の結果、その他の事業の売上高は８億43

百万円、営業利益は81百万円となりました。

　

②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。

［日本］

　日本での売上高は257億37百万円、営業利益は16億57百万円となりました。

［その他の地域］

　その他の地域での売上高は36億10百万円、営業利益は３億70百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末(以下「前期末」といいます。)に対し105

億51百万円増加して、895億69百万円となりました。流動資産は同50億37百万円増加の467億67百万円、固

定資産は同55億13百万円増加の428億１百万円となりました。

　流動資産増加の主な要因は、棚卸資産等の増加によるもので、固定資産増加の主な要因は、ブラジルの大

手耐火物メーカーであるマグネジッタ社の株式取得による投資有価証券の増加等によるものです。

　流動負債は同132億17百万円増加の408億87百万円、固定負債は同11億38百万円減少の169億63百万円と

なりました。

　流動負債増加の主な要因は、短期借入金等の増加によるものです。固定負債減少の主な要因は、預り敷金

保証金等の減少によるものです。

　純資産は同15億27百万円減少の317億18百万円となりました。

　純資産減少の主な要因は、当社グループ保有株式の株価の急激な下落に伴うその他有価証券評価差額金

の減少によるものです。

　この結果、自己資本比率は34.1％となりました。

　また、１株当たり純資産額は、前期末の362円66銭から344円99銭となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前四半期会

計期間末に比べ２億46百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には、19億58百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は24億94百万円となりました。

　主な内訳は、税金等調整前四半期純利益14億27百万円、減価償却費10億96百万円、売上債権の

増加額15億61百万円、棚卸資産の増加額16億36百万円及び仕入債務の増加額26億29百万円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は13億96百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得に　　

よるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は13億70百万円となりました。これは主にCMS（キャッシュ・マ

ネジメント・システム）導入による借入金の返済によるものです。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、重要な変更があった事業上及び財務上の対処すべき課題は、次の

とおりです。

　世界経済の減速に伴い景況が厳しさを増す中、当社グループの主要得意先である鉄鋼業界においても減

産を実施する予定であり、その結果、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、耐火

物原料価格高騰の状況が長期化しており、収益性悪化の大きな要因となる可能性があります。さらに、金

融危機の深刻化や景気の一層の下振れが懸念される中、株式市場における市況の悪化により、当社グルー

プ保有株式の価値が下落し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　このような状況下、顧客価値の実現のため、高品質、高機能の耐火物を顧客に提案、供給すべく、生産・供

給・サービス一体で総合ソリューション力の強化に努めます。また、耐火物原料価格高騰の勢いが継続す

る中、その安定確保を図るべく、国内外の信頼できるパートナーとの関係強化策を推進する等、収益力強

化のための施策を進めます。さらに、金融機関との緊密な関係の維持、強化を図る等、強固な経営基盤の確

立に努めます。

　

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、３億62百万円です。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

当社グループにおいて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項として、経済動向、特定

の取引先との関係、原燃料価格の変動、為替相場の変動、特定国への依存に伴うカントリーリスク、災害の

発生、事業活動に係る法的規制及び保有有価証券の価格変動があります。

　中でも、耐火物原料価格については、需給逼迫による高騰の状況が長期化しており、当社グループの業績

に影響を及ぼしています。　　

　

　※第２［事業の状況］の金額には、消費税等は含まれていません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備の異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000,000

計 350,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 91,145,28091,145,280
東京証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

―

計 91,145,28091,145,280― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 91,145,280 ― 5,537 ― 5,138
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区大手町２丁目６－３ 39,080 42.88

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,816 4.19

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウン
トジェイピーアールディアイエ
スジーエフイー－エイシー（常
任代理人　株式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行決済事業部）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

1,968 2.16

株式会社福岡銀行 福岡県福岡市中央区天神２丁目13－１ 1,859 2.04

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,609 1.76

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１丁目８－12 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

1,322 1.45

エイチエスビーシー　バンク　
ピーエルシー　クライアンツ　ノ
ンタックス　トリーティ（常任代
理人　香港上海銀行東京支店カス
トディ業務部）

8 CANADA SQUARE,LONDON E14 5HQ
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

1,320 1.45

財団法人日本製鐵八幡共済組合 福岡県北九州市戸畑区飛幡町１－１ 1,045 1.15

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 
日本生命証券管理部内

898 0.98

ザ　チェース　マンハッタン　バン
ク　385032（常任代理人　株式会
社みずほコーポレート銀行兜町
証券決済業務室）

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD ENGLAND
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

798 0.87

計 ― 53,715 58.93

(注)　１　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び資産管理サー

 ビス信託銀行株式会社の持株のすべては、信託業務に係る株式です。

 ２　上記のほか、当社所有の自己株式2,549,593株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.80％）があ

 ります。 

 なお、この自己株式数は株主名簿上の株式数であり、実質保有株式数は2,548,593株（発行済株式総数に

 対する所有株式数の割合2.80％）です。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式2,548,000
（相互保有株式）
普通株式   37,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

86,730,000
86,730 ―

単元未満株式
 普通株式

1,830,280
― ―

発行済株式総数 91,145,280― ―

総株主の議決権 ― 86,730 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株(議決権15個)

 含まれています。

 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式593株と証券保管振替機構名義376株が含まれ

 ています。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
黒崎播磨株式会社

福岡県北九州市八幡西区
東浜町１－１

2,548,000 ― 2,548,0002.80

(相互保有株式)
菊竹産業株式会社

福岡県北九州市八幡西区
穴生３丁目10－24

36,000 ― 36,000 0.04

(相互保有株式)
株式会社合同セラミックス

岡山県備前市伊部936 1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 2,585,000 ― 2,585,0002.84

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)

あります。

なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めています。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 298 330 336 289 278 235

最低(円) 244 256 282 256 230 181

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しています。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,956 2,572

受取手形及び売掛金 22,713 20,662

有価証券 1 209

商品及び製品 8,133 7,383

仕掛品 4,746 3,250

原材料及び貯蔵品 6,665 5,055

繰延税金資産 1,294 1,111

その他 1,309 1,537

貸倒引当金 △54 △54

流動資産合計 46,767 41,729

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 33,919

※2
 33,828

減価償却累計額 △22,977 △22,472

建物及び構築物（純額） 10,941 11,355

機械装置及び運搬具 ※2
 51,884

※2
 52,205

減価償却累計額 △42,241 △41,911

機械装置及び運搬具（純額） 9,642 10,293

工具、器具及び備品 ※2
 3,662

※2
 3,569

減価償却累計額 △2,776 △2,664

工具、器具及び備品（純額） 886 904

土地 ※2
 7,282

※2
 7,291

建設仮勘定 2,171 453

有形固定資産合計 30,925 30,299

無形固定資産

のれん 145 174

その他 303 326

無形固定資産合計 449 501

投資その他の資産

投資有価証券 7,423 4,440

長期貸付金 259 105

繰延税金資産 1,312 109

その他 2,654 2,057

貸倒引当金 △222 △224

投資その他の資産合計 11,427 6,487

固定資産合計 42,801 37,288

資産合計 89,569 79,017
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 19,904 16,553

短期借入金 12,827 3,598

未払費用 1,780 2,371

未払法人税等 860 393

未払事業所税 62 120

未払消費税等 44 235

賞与引当金 1,947 1,954

繰延税金負債 18 －

その他 3,442 2,441

流動負債合計 40,887 27,669

固定負債

長期借入金 8,800 8,830

繰延税金負債 766 1,258

退職給付引当金 826 839

役員退職慰労引当金 298 278

製品保証引当金 44 40

長期預り敷金保証金 4,928 5,577

負ののれん 1,145 1,244

その他 152 32

固定負債合計 16,963 18,102

負債合計 57,850 45,772

純資産の部

株主資本

資本金 5,537 5,537

資本剰余金 5,138 5,138

利益剰余金 21,288 20,423

自己株式 △714 △702

株主資本合計 31,250 30,397

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,149 1,273

繰延ヘッジ損益 △13 △10

為替換算調整勘定 472 481

評価・換算差額等合計 △689 1,744

少数株主持分 1,157 1,103

純資産合計 31,718 33,245

負債純資産合計 89,569 79,017
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 50,936

売上原価 41,515

売上総利益 9,421

販売費及び一般管理費 ※
 6,704

営業利益 2,716

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 69

負ののれん償却額 98

持分法による投資利益 100

その他 117

営業外収益合計 393

営業外費用

支払利息 136

債権譲渡損 122

その他 167

営業外費用合計 425

経常利益 2,684

特別利益

前期損益修正益 10

固定資産売却益 173

固定資産処分益 75

抱合せ株式消滅差益 34

その他 30

特別利益合計 324

特別損失

前期損益修正損 30

固定資産除却損 168

固定資産売却損 1

減損損失 4

アドバイザリー手数料 68

環境対策費 521

その他 16

特別損失合計 810

税金等調整前四半期純利益 2,198

法人税、住民税及び事業税 872

過年度法人税、住民税及び事業税 160

法人税等調整額 △217

法人税等合計 815

少数株主利益 68

四半期純利益 1,314
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 27,341

売上原価 21,954

売上総利益 5,387

販売費及び一般管理費 ※
 3,415

営業利益 1,972

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 12

負ののれん償却額 49

持分法による投資利益 16

その他 28

営業外収益合計 108

営業外費用

支払利息 72

債権譲渡損 61

その他 22

営業外費用合計 157

経常利益 1,923

特別利益

前期損益修正益 1

固定資産売却益 123

固定資産処分益 43

その他 26

特別利益合計 196

特別損失

固定資産除却損 126

固定資産売却損 0

減損損失 2

アドバイザリー手数料 29

環境対策費 521

その他 13

特別損失合計 692

税金等調整前四半期純利益 1,427

法人税、住民税及び事業税 722

過年度法人税、住民税及び事業税 7

法人税等調整額 △260

法人税等合計 470

少数株主利益 24

四半期純利益 932
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,198

減価償却費 2,268

減損損失 4

のれん償却額 29

負ののれん償却額 △98

長期前払費用償却額 13

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △7

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12

その他の引当金の増減額（△は減少） 24

受取利息及び受取配当金 △76

支払利息 136

為替差損益（△は益） △1

持分法による投資損益（△は益） △100

前期損益修正損益（△は益） 20

有形固定資産除却損 168

有形固定資産売却損益（△は益） △172

アドバイザリー手数料 68

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △34

売上債権の増減額（△は増加） △2,077

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,896

仕入債務の増減額（△は減少） 3,317

その他 △448

小計 1,321

利息及び配当金の受取額 94

利息の支払額 △138

法人税等の支払額 △173

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,104

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1

定期預金の払戻による収入 18

有形固定資産の取得による支出 △2,605

有形固定資産の売却による収入 184

有形固定資産の除却による支出 △146

無形固定資産の取得による支出 △3

投資有価証券の取得による支出 △7,443

関係会社出資金の払込による支出 △45

貸付けによる支出 △66

貸付金の回収による収入 2

土地収用による収入 68

アドバイザリー手数料の支払いによる支出 △52

その他 71

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,019
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 9,292

長期借入金の返済による支出 △97

預り敷金の返還による支出 △649

自己株式の取得による支出 △11

配当金の支払額 △440

少数株主への配当金の支払額 △3

その他 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,088

現金及び現金同等物に係る換算差額 △26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △852

現金及び現金同等物の期首残高 2,766

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

44

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,958
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

該当事項はありません。

 

２　持分法適用の範囲の変更

該当事項はありません。

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

該当事項はありません。

 

４　会計処理の原則及び手続の変更

(1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切り下げ

法）に変更しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

がそれぞれ79百万円減少しています。

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しています。

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年

５月17日　実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用しています。

　これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

　また、セグメント情報に与える影響はありません。

５　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更

該当事項はありません。

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しています。

２　棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部連結子会社では実地棚卸を省略し、前連結会計年

度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっています。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却の額を期間按分して算定する方法によっ

ています。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定については、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっています。

繰延税金資産の回収可能性判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックスプランニン

グを利用する方法によっています。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　該当事項はありません。

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

　有形固定資産の耐用年数の変更

　当社の機械装置については、経済的耐用年数の合理的見積りの見直しの結果、耐用年数を11年から９年に変更し

ています。

　国内連結子会社の機械装置については、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を見直した

結果、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益が112百万円、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益がそれぞれ119百万円減少しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しています。

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 

　１　偶発債務

  　(1)下記会社等の借入金等について債務保証を行って

います。

ひびき灘開発

　金融機関よりの借入金 132百万円

秦皇島首鋼黒崎耐火材料有限公司

　金融機関よりの借入金 228　　〃 

従業員

　住宅資金の金融機関からの借入

金 328　　〃 

 

　 (2)債権流動化による遡及義務

　　　手形譲渡高　　　　　　         1,504百万円

※２　担保資産

　　　担保に供されている資産について、事業の運営

　　において重要なものであり、かつ、前連結会計年

　　度の末日に比べて著しい変動が見つめられるもの

　財団抵当に供されているもの

 建物及び構築物 2,188百万円 

 機械装置・窯炉及び運搬具 3,025　　〃　　

 土地 1,316　　〃

 計 6,531　　〃

 

　１　偶発債務

  　(1)下記会社等の借入金等について債務保証を行って

います。

ひびき灘開発

　金融機関よりの借入金   142百万円

秦皇島首鋼黒崎耐火材料有限公司

　金融機関よりの借入金 212　　〃 

従業員

　住宅資金の金融機関からの借入

金 334　　〃

黒崎播磨（上海）国際貿易有限公

司

　商品仕入債務 54　　〃

　 (2)債権流動化による遡及義務

　　　手形譲渡高　　　　　　         1,583百万円

※２　担保資産

 

 

 

　財団抵当に供されているもの

 建物及び構築物 2,898百万円 

 機械装置・窯炉及び運搬具 3,673　　〃

 工具器具及び備品 1　　〃

 土地 2,541　　〃

 計 9,115　　〃
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(四半期連結損益計算書関係)

　 第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

 

※　販売費及び一般管理費の主なもの

減価償却費 151百万円

のれん償却額 　29  〃

賞与引当金繰入額 550  〃

退職給付費用 342  〃

役員退職金引当金繰入 46  〃

発送運搬費 1,165  〃

役員報酬及び給与 1,372  〃

研究費 704  〃

 

　

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

 

※　販売費及び一般管理費の主なもの

減価償却費 76百万円

のれん償却額 　14  〃

賞与引当金繰入額 266  〃

退職給付費用 167  〃

役員退職金引当金繰入 25  〃

発送運搬費 589  〃

役員報酬及び給与 678  〃

研究費 362  〃

 

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,956百万円

有価証券     1　〃

現金及び現金同等物 1,958百万円
 

　

　

EDINET提出書類

黒崎播磨株式会社(E01150)

四半期報告書

22/31



(株主資本等関係)

　 当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 91,145,280

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,559,445

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 443 ５ 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

　配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

黒崎播磨株式会社(E01150)

四半期報告書

23/31



(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行って

いますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が見ら

れないため、記載していません。

　

(有価証券関係)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証

券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額が前連結会計年度の末日に比べて著しく変動しています。

　

　当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

　　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

四半期連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

株　式 8,841 7,150 △1,691

その他 5 7 2

合　計 8,847 7,158 △1,688

　

　

(デリバティブ取引関係)

　 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約金額等は、前連結会計年度の末日と比較して著

　 しい変動はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

　 当第２四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

耐火物事
業

(百万円)

築炉事業
(百万円)

ファイン
セラミッ
クス事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 21,1414,0391,063 253 843 27,341 ― 27,341

営業利益 1,821 349 14 74 81 2,341(369)1,972

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

耐火物事
業

(百万円)

築炉事業
(百万円)

ファイン
セラミッ
クス事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 39,1657,6152,137 507 1,51150,936 ─ 50,936

営業利益 2,534 636 48 143 50 3,413(697)2,716

(注) １　①事業区分の決定方法

 　　事業区分は売上集計区分によっています。

 　②各セグメントの主な内容

 　　耐火物事業には、原材料売上及びノウハウ収入を含みます。

 　　築炉事業は築炉工事の他、用役及び装置売上を含みます。

 　　ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。

 　　不動産事業は、不動産賃貸料に係る売上です。

 　　その他の事業は、景観材、石灰及び建材商品の売上です。

２　ノウハウ収入について、従来は役務提供の面から築炉事業としていましたが、マグネジッタ社への資本参加を

はじめとして、今後は耐火物製造技術供与の重要性が増すと見込まれるため、耐火物事業とすることが適切で

あると判断し、第１四半期連結会計期間より築炉事業から耐火物事業へ変更いたしました。この変更により、

当第２四半期連結累計期間の耐火物事業の売上高が407百万円、営業利益が383百万円増加し、築炉事業の売上

高、営業利益がそれぞれ同額減少しています。

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第１四半期連結会計期間

から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切り下げ法）に変更していま

す。この結果、従来の方法によった場合に比べて、耐火物事業において、当第２四半期連結累計期間の営業利益

が79百万円減少しています。

４　「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置については、経済的耐用年数の合理的見積りの見直しの結果、耐

用年数を11年から９年に変更しています。

国内連結子会社の機械装置については、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を見直し

た結果、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、耐火物事業において

99百万円、築炉事業において０百万円、ファインセラミックス事業において０百万円、その他の事業において

15百万円減少しています。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 25,737 3,610 29,347 (2,006) 27,341

営業利益 1,657 370 2,028 (56) 1,972

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
　

日本
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 47,752 6,694 54,446 (3,510) 50,936

営業利益 2,115 686 2,802 (85) 2,716

(注) １　国又は地域は、事業活動の相互関連性によって区分しています。

　　 ２　その他の地域に属する主な国又は地域………中国、スペイン、アメリカ

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第１四半期連結会計期間

から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切り下げ法）に変更していま

す。この結果、従来の方法によった場合に比べて、日本において、当第２四半期連結累計期間の営業利益が79百

万円減少しています。

　　 ４　「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置については、経済的耐用年数の合理的見積りの見直しの結果、耐用

年数を11年から９年に変更しています。

国内連結子会社の機械装置については、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を見

直した結果、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、日本において、当第２四半期連結累計期間の営業利益が119百万

円減少しています。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,573 1,648 1,437 4,660

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 27,341

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.8 6.0 5.2 17.0

　

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,883 3,355 2,823 9,061

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 50,936

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

5.7 6.6 5.5 17.8

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。　

　　 ２　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1) アジア…………台湾、韓国、中国

　　　　　(2) 欧州……………スペイン、オランダ

　　　　　(3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

　

　

(企業結合等関係)

　 当第２四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

344円99銭 362円66銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 31,718 33,245

普通株式に係る純資産額(百万円) 30,560 32,142

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 1,157 1,103

普通株式の発行済株式数(千株) 91,145 91,145

普通株式の自己株式数(千株) 2,559 2,515

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(千株)

88,585 88,629

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 14円83銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

(注)２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,314

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,314

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 88,609
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 10円53銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

(注)２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 932

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 932

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 88,596

　

(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

　当社は平成20年11月13日開催の取締役会において、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得を行うこ

とを決議いたしました。

 

1.取得の理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を

可能とするため。

 

2.取得にかかる事項の内容

①取得する株式の種類および総数

　　普通株式　4,000,000株（上限）

②取得価額の総額

　　1,000百万円（上限）

③取得期間

　　平成20年11月14日から平成20年12月19日まで　

　　（約定ベース）

④取得方法

　　市場買付による。

 

　

２【その他】

　　　訴訟

当社は、平成18年４月13日に、旧旭硝子セラミックス株式会社（現ＡＧＣセラミックス株式会社）よ

り、不定形耐火物の吹付け施工方法に関する特許２件について侵害しているとして、差止請求（約１億

３百万円）、金員支払請求（約２億78百万円）の内容で東京地方裁判所に提訴されましたが、東京地方

裁判所、知的財産高等裁判所で勝訴し、同社が上告しなかったため、平成20年９月16日に当社勝訴の判

決が確定しています。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

黒崎播磨株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　栁　澤　秀　樹

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　武　久　善　栄

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　俵　　　洋　志

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている黒崎

播磨株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、黒崎播磨株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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